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１． 事業の概要 

1.1 事業の背景と目的 

 14 億人超の人口を有するインドは、巨大な食品消費市場であるとともに、人口の大半が農

業に従事し、小麦やコメ等の主要生産国として世界有数の農業大国の顔を持ち、我が国農業

関連ビジネスの投資・進出先としても大きなポテンシャルを有する。しかし、日本とは気

候・土壌・営農環境の異なるインドへの農業関連企業の事業展開に際しては、日本企業の有

する技術や製品がインドでも有効で優位性があることを科学的に実証し、その有効性をイン

ド側関係者に訴求していく必要がある。 

 農林水産省は、2018 年にインドにおいて農業が最も盛んな州の一つであるウッタル・プラ

デシュ州(UP 州)との協力覚書に署名し、同州が日本企業向けのビジネス環境整備を実施し、

農林水産省は同州の要請に基づき、食料・農業関連企業の同州への直接投資を奨励すること

とした。その後 UP 州との調整の結果、同州の州立カンプール農業技術大学(Chandra Shekhar 

Azad University of Agriculture and Technology、CSAU)が保有する試験圃場や設備を活用し、日

本企業の各種農業技術の実証等を行う取組(モデルファーム事業)を進めており、昨年度から

は一部の日本企業による技術実証やデモンストレーションの取組が開始された。モデル

ファーム事業では、日本企業が技術実証やデモンストレーション等の取組を行うことで、イ

ンド側の行政機関、関連企業、農業者等へのより速やかな訴求が期待されている。 

 本委託事業は、日本企業によるモデルファーム事業の有効な活用手法について、日本企業

側の意向を踏まえた提案を行うとともに、インド側関係者との調整に際しての留意点等を明

らかにした。更には本事業において参画企業が自走する仕組みの構築及びより多くの日本企

業が活用する持続的な仕組みとする方法の整理を行い、モデルファームを活用したインドへ

の食産業の海外展開促進手法を取りまとめることを目的とした。 
 

1.2 業務内容 

 委託業務では、モデルファームを活用した手法調査として(１)本年度における取組計画

(案)及びスケジュールの聴取・取りまとめ、(２)日印関係者間での取組計画（案）及びスケ

ジュール等の調整のための会議の開催、(３)取組計画(案)の具体化に向けた日印関係者間の

連絡調整支援を中心に実施した。その実施に当たっては、過年度の農林水産省委託事業の報

告書の内容を精査の上、メール又はオンライン等の手段を活用して、取組の実施方針及び結

果について、適時適切に農林水産省輸出・国際局新興地域グループの担当者に連絡・相談を

行った。最終的に、日本企業によるモデルファーム事業の有効な活用手法について、提案や

留意点を整理し、モデルファームを活用したインドへの食産業の海外展開促進手法を取りま

とめた。詳細については、以下「1.3 委託事業の方法」で述べる。 
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1.3 委託事業の方法 

本事業は、図 1-1 に示すスケジュールに従い、各段階において計画的に進行した。取組計

画(案)及びスケジュールの聴取・取りまとめ、合同会議等の開催、関係者間の連絡調整支援、

展示会に係る調整支援を行い、円滑な事業推進を図った。 

 

項目 
2025 2026 

6 7 8 9 10 11 12 1 2 
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［0］ 農林水産省への報告 △     △                  △ 

[1] 取組計画(案)及びスケジュールの聴取・取りまとめ  □ □□□        

[2] 合同会議等の開催  □     □  

[3] 関係者間の連絡調整支援 □ □□ □□ □□ □□ □□ □□ □□ □  

[4] 展示会に係る調整支援     □□ □□ □□ □  

 現地調査 
総括/海外展開支援    □       

副総括/モデルファーム事業/農業技術普及         □  

[4] 報告書の作成       □ □□ □□ □ 

図 1-1 委託事業スケジュール 

 

各フェーズでは、次のような方法で実施された。 

(1) 取組計画（案）及びスケジュールの聴取・取りまとめ 

農林水産省と協議の上、本年度 UP 州において何らかの取組の具体性やモデルファーム

を活用した事業展開に意欲を有する 10 社を選定し、月別スケジュール、取組の概要（内

容・目的・期待効果）、希望する取組場所（CSAU、KVK、FPO 等）、必要な資機材や輸

送時期、現地での技術・人材支援の要望、展開形態（独自展開型／企業グループ型／エ

スコーツクボタ（EKL）協業型1等）を聴取した。 

取りまとめた各企業の取組計画案とスケジュールについては、農林水産省に対して適

時報告し、必要に応じて協議を行った。 

 

(2) 日印関係者間での取組計画（案）及びスケジュール等の調整のための会議の開催 

本年度の各企業の取組計画（案）およびスケジュールについて日印双方で情報共有す

るため、2025 年９月に CSAU構内において合同会議（Joint Working Group、JWG）を開催

した。会議の準備にあたっては、委託事業者である株式会社国際開発センター（IDCJ）

が議事次第の作成、挨拶依頼、発表者・傍聴者の把握、会議リンクの発行等を担った。

 
1 昨年度、EKL は本事業に関連してインド会社法に基づく CSR 活動を通じた支援スキームを構築し、

関係企業との協業を進める計画を発表した。本スキームでは、同社が提供する農業機械や技術ととも

に、関係企業が持つ技術や取組を活用する形で協業を推進し、関係企業の費用負担や受け入れ体制の

課題を解決し、より多くの企業が本事業に参画しやすくなる環境を整えるものである。 



 

 
 

3 

また、CSAU および UP 州政府への連絡は農林水産省のアドバイザーを務める山本スシル

ヤダブ氏と連携して対応した。 

会議前後には UP 州政府や CSAU との打合せ、FPO の視察、CSAU・KVK 圃場・設備の

視察、UP 州政府との面談を実施した。また、EKL との協業を希望する企業については、

同社 EKAFI（Escorts Kubota Advanced Farming Institute）2の視察調整を行ったが、当該企業

が対面参加しなかったため、最終的には実施されなかった。 

 

(3) 取組計画（案）の具体化に向けた日印関係者間の連絡調整支援 

関係企業の取組計画（案）及びスケジュールを聴取する中で、IDCJ は事務局として仲

介役を担い、その連絡調整支援をした。また、EKL 協業型を希望する企業に対しては、

同社と円滑に実施体制を構築できるよう会議の開催や連絡体制面の整理を進めた。 

９月の合同会議以降、本年度モデルファームを活用した企業は合意された取組計画

（案）に基づき CSAU、UP 州政府等との個別調整を開始した。EKL との協業を希望する

企業に対しては、合同会議以降も IDCJ が必要に応じて調整役として関与した。 

 

(4) 展示会に係る調整支援 

2026 年２月に開催された UP 州政府主催の農業展示会においては、本年度モデルファー

ムを活用した企業のうち、同展示会に出展の意思を有した関係企業の出展調整の支援を

行った。関係企業への展示会の案内、展示内容の調整、現地対応を支援するとともに、

UP 州政府高官や州都における主要な関係者に対し、企業の UP 州での活動（州事業にお

ける日本の技術・製品の活用等）を PR する機会を提供した。さらに、UP 州政府高官、

CSAU との協議の場を設け、モデルファーム事業の方向性、今後の企業における取組・ビ

ジネス展開や助成事業活用の方向性を探る機会とした。 

なお、展示会に係る調整支援は、仕様書外の追加提案として、年度末に取組成果を現

地で共有することを企画したものである。 

 

1.4 事業の実施体制 

 本事業では、日印双方の関係者が円滑に協力し、モデルファーム事業を推進するため、委

託事業者２名の体制を整えた。 

 

 
2 エスコーツクボタ社が CSR の一環として設置・運営する農業普及拠点であり、農業技術の導入支援、

研修、実証、普及活動を行う施設である。ハリヤナ州クルクシェートラおよびカルナータカ州ベンガ

ルールに既設の拠点を有し、本事業では、新たに同拠点の設置が進められている。 
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委託事業担当者 

総括／海外展開支援 株式会社国際開発センター(IDCJ) 

副総括／モデルファーム事業／農業技術普及 株式会社国際開発センター(IDCJ） 

また、農林水産省が委嘱したアドバイザー２名とも連携した。 

農林水産省委嘱アドバイザー 

石川晃士 玉川大学 農学部環境農学科持続的農学領域 教授  

山本スシルヤダブ Japan Development 株式会社 代表取締役 

IDCJ は、農林水産省、関係企業、UP 州政府、CSAU と緊密に連携し、国内外での調整を

行った。Japan Development 株式会社(JD 社)の山本スシルヤダブ氏が、農林水産省委嘱アドバ

イザーとして、過去の関連事業における豊富な経験とネットワークを活かし、UP 州政府お

よび CSAU との調整を担うとともに現地での事業推進を支援した。また、日本側では、玉川

大学の石川晃士教授が農林水産省委嘱アドバイザーとして、関連企業との連絡調整を担当し、

IDCJ メンバーと連携しながら定期的に情報交換を行い、双方の調整を円滑にした。 

図 1-2 事業体制 
出所：委託事業者作成 

 

また、本事業において調整・協議の中心となったインド側関係機関および関係者は以下の

とおりである。 

 

Dr. Sudhir M. Bobde UP 州政府、Additional Chief Secretary to the Hon'ble Governor  

Mr. Shashi Prakash Goyal UP 州政府、Additional Chief Secretary to Chief Minister 

Dr. K.V. Raju UP 州政府、Economic Advisor to Chief Minister 

Mr. Ravinder UP 州政府、 Principal Secretary, Agriculture Education and 
Research 

Dr. Anand Kumar Singh CSAU Vice Chancellor (2025 年 10 月まで) 



 

 
 

5 

Mr. Shri K. Vijayendra Pandian CSAU Vice Chancellor (2025 年 10 月から) 

Dr. P. K. Singh CSAU Director Research (2025 年 10 月まで) 

Dr. R. K. Yadav CSAU Director Research (2025 年 10 月から 2026年 1 月) 

Dr. Mahak Singh CSAU Director Research (2026 年 2 月から) 

 

1.5 関係企業 

本年度事業に関係した日本企業は過年度から本事業に関心を有し会議等への参加実績のあ

る 17 社となった。７月に海外事業方針の変更により脱退した１社を含め、計 18 社との間で

情報収集や情報提供を行った。このうち本年度、モデルファームを活用して取組を計画した

企業（合同会議発表、実証準備、実証、展示会出展、展示会視察、ビジネス化等の取組を

行った企業等）は 11 社であった。 
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２． UP 州におけるモデルファームを活用した手法調査 

2.1 UP 州の概要 

本節では、モデルファーム事業の対象地域である UP 州の農業概要を示す。UP 州はインド

国内でも最も農業が盛んな州のひとつであり、主要作物の生産量、農業人口規模、市場規模

のいずれにおいても高い潜在力を有している。こうした特性を踏まえ、同州への日本企業の

事業展開の検討に必要となる基礎情報として、UP 州農業の特徴を概観する。 

UP 州はインド北部に位置し、州都はラクナウ、面積約 24 万 km2(日本の本州程度)、人口

約 2.4 億人を擁する州である。農業は州 GDP の 25%に寄与する主要産業であり、州の総面積

の約 68%が農地として利用されている。農業従事者数は約 3,900 万人で、州の総労働人口に

対する割合は 59.3%を占め、国内第１位である。また、総農家数は約 1,800 万世帯で、これ

はインド全体の総農家数の約 20%に相当する3。 

州の農業経済は、この８年間で３倍以上に拡大した。2016-2017 会計年度に約２兆ルピー

であった農業部門の粗州価値付加額（GSVA）は、2024-2025会計年度には約７兆ルピー規模

に達した。コムギとコメの主要な生産地として知られており、パンジャーブ州やハリヤナ州

と並ぶ穀物供給地として知られ、州の農業部門 GSVA の４割を超えている4。農業・農民福

祉省の 2024-2025 年度の統計によると、同州はインド全体でコムギ、コメおよびサトウキビ

生産量が全国で１位を記録している。また、乾季にはマメ類が栽培されており、生産量は全

国第４位であった（表 2-1）。これらの作物のうち、主要作物（コムギ、コメ）は 2001-2002

年と 2016-2017年間の生産性を比較すると平均 17.8%の向上がみられ、さらに 2016-2017年か

ら 2024-2025 年の間では 42.8%の上昇が見込まれている5。生産性の向上は、農業技術の導

入・かんがい設備の整備・施肥の効率化などによる成果である6。さらに、同州のアクショ

ンプランでは 2030 年には農業生産性では国内１位、2047 年には世界最高水準（メキシコ、

中国、フランス、米国同等）の農業生産性を目指すと明記されている7。 

同州は農業輸出にも取り組んでおり、過去 10 年の間で農業輸出額では全国第３位に位置

している8。農業生産性同様に、アクションプランでは輸出面でも目標値が掲げられており、

2030 年に農業輸出で国内１位（注：資料からは輸出額か輸出量かは不明）、農業輸出分野に

おける世界的な主要国（ロシア、オーストラリア、カナダ同等）になることを目指す、とあ

 
3 石川晃士ら.2021.インド共和国ウッタル・プラデーシュ州における農業分野での日本企業の海外展開

の可能性に関する一考察.玉川大学紀要,東京. 
4 Virendra Singh Rawat. Uttar Pradesh's agricultural economy surges over threefold to ₹7 trillion. 2025.Business 
Standard. India 
5 Ǔनयोजन ͪवभाग, उƣर Ĥदेश. ͪवकͧसत भारत – ͪवकͧसत उƣर Ĥदेश. （英訳：Planning Department, Uttar Pradesh. 

Developed India – Developed Uttar Pradesh. ） 
6 同上 
7 Samriddhi Ka Shatabdi Parv. Viksit Uttar Pradesh @ 2047.2025.India 
8 World Bank. World Bank Supports Project to Modernize Agriculture Systems in India’s Uttar Pradesh State 
Benefiting 1 million Farmers. 2024. World Bank. USA 
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る9。 

 
表 2-1 2024-2025 年度のコムギ・コメ・サトウキビ・マメ類の 

生産量上位５州（単位：百万 ton） 

作物 州 生産量 生産割合 

コムギ 

インド全土 117.94 - 

ウッタル・プラデシュ 35.65 30.23% 

マディヤ・プラデシュ 24.51 20.78% 

パンジャーブ 17.99 15.25% 

ハリヤナ 11.4 9.67% 

ラジャスタン 11.27 9.56% 

コメ 

インド全土 150.18 - 

ウッタル・プラデシュ 20.76 13.82% 

テランガナ 17.45 11.62% 

西ベンガル 16.02 10.67% 

パンジャーブ 14.36 9.56% 

チャッティースガル 10.37 6.91% 

サトウキビ 

インド全土 454.61 - 

ウッタル・プラデシュ 220.80 48.57% 

マハーラーシュトラ 109.97 24.19% 

カルナータカ 48.06 10.57% 

グジャラート 13.71 3.02% 

タミル・ナド 13.35 2.94% 

マメ類 

インド全土 25.68 - 

マディヤ・プラデシュ 5.24 20.40% 

マハーラーシュトラ 5.04 19.63% 

ラジャスタン 3.93 15.30% 

ウッタル・プラデシュ 2.63 10.24% 

グジャラート 2.02 7.87% 

出所：農業・農民福祉省農業統計ポータル (https://upag.gov.in/)を元に委託事業者作成（2026 年２月) 

 

果樹栽培も盛んで、特にマンゴーは、インド国内で最も広範に栽培されており、州全体の

生産量は年間 500 万 ton(2023 年統計)、国全体の生産量の 23%を占め、中東や南アジアへの

輸出が増加しており、農家の収入向上に大きく寄与している10。さらに、バナナも年間約

 
9 脚注７参照 
10 Sandeep Rai. Weather woes may slash UP mango yield by 40%. 2023. Times of India, India 
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350 万 ton を生産しており、全国第５位に位置している11。 

しかし、小規模農家は生産性の低さ、資金や投入財へのアクセス制限、市場アクセスへの

制限、最新技術の欠如や収穫後のインフラが不十分であること等が原因で、収入が制限され

ており、農家の平均月収は 2018-19 年度で 8,061 インドルピーと、インド国内でも低い水準

にあり、農業生産性の向上が求められている12。この課題に対して、UP 州は本モデルファー

ム事業を通した日本企業との連携、官民連携13、国際機関を通じた農業分野での事業を展開

している。世界銀行が支援している UP-AGREES Project（Uttar Pradesh Agriculture Growth and 

Rural Enterprise Ecosystem Strengthening Project）は、UP 州東部 21 区およびブンデルカンド地

域（UP 州南西部とマディヤ・プラデシュ州北部を占める地域）の７区で実施されている。

プロジェクト概要は下表の通りである。 
 

表 2-2 UP-AGREES Project 概要 

プロジェクト名 Uttar Pradesh Agriculture Growth and Rural Enterprise Ecosystem 

Strengthening (UP-AGREES) Project 

予算 ５億 US ドル 

期間 ６年間（2024-2030 年） 

目標 UP 州における、重点農産物の気候変動耐性、包摂的で競争力のあるバ

リューチェーンを促進する。 

 コメ・コムギを含む主食作物の生産性を最低 30％向上させる 

 商品クラスターの開発：指定作物を経済成長の主要な牽引役とする 

 デジタル基盤の開発：州全体でサービス提供と電子商取引の効率化を

図る 

 農業加工関連の中小零細企業（MSME）および農家への金融アクセスを

拡大する 

出所：プロジェクトホームページ（https://upagrees.in/）を元に委託事業者作成 

 

上記事業に加え、UP 州政府・2030 水資源グループ（2030 Water Resource Group14）・民間

企業の連携による技術支援事業 UP PRAGATI Accelerator（Program for Agriculture Trans-

formation and Increased Incomes Accelerator）も実施中である。同事業では UP 州の主要作物バ

リューチェーンにおいて５年間で 100 万人の小規模農家の所得向上と持続可能な農業・水管

理手法を支援することを目標にしている15。 

また、UP 州政府の他、独立行政法人国際協力機構（JICA）が日本の NGO と共同実施して

 
11 AgriTimes. Top 5 banana producing states in India. 2024. Agriculture Times 360o coverage of Indian 
Agriculture. India 
12 Sanjeev Kumar and Simran. Performance of agriculture sector in Uttar Pradesh, India: District level analysis. 
2024.  South Asian Journal of Agricultural Sciences, India 
13 Manoj Kumar Singh, Chief Secretary, Government of Uttar Pradesh. How scaling agritech services is 
transforming agriculture in Uttar Pradesh. 2025. World Economic Forum. 
14 2030 Water Resource Group は世界銀行グループが運営する複数ドナーによる信託基金である。

（https://www.2030wrg.org/） 
15 Saroj Kumar Jha, Manoj Kumar Singh, Martien van Nieuwkoop. UP PRAGATI Accelerator: A model for 
inclusive innovation in the intelligent age. 2025. World Bank Blogs. 
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いる事業では、インドの NGO が現地のカウンターパートとなり農業技術普及による生計向

上支援プロジェクトを実施している16。同州の農業は、多様な作物生産とともに技術革新や

国際協力を通じてさらなる発展が期待されている。 
 

2.2 本事業の経緯と全体像  

2018 年 10 月、農林水産省は UP 州政府との間で、UP 州政府が行う農業技術の普及促進の

取組に、農林水産省が日本企業の参画促進を行うことを内容とする協力覚書を締結した。そ

の後、2021 年１月（2020 年度）に農林水産省は UP 州政府と協力覚書を締結し、CSAU の敷

地内にモデルファームを設置する方向で検討を開始した。しかし、新型コロナウイルス感染

症の影響により、現地での活動は一時中断を余儀なくされた。この期間中、オンライン形式

で日本企業の技術紹介や協議を継続した。2023 年には現地活動が再開され、CSAU における

モデルファーム候補地の視察や関係企業の技術・製品に関する具体的な協議が行われ、2023

年９月には第１回合同会議を開催し、UP 州関係者および関係企業間での役割分担や活動方

針の調整も進展した。2024 年度は、関係企業の個別調整や実施体制を確認した。うち、２社

は具体的な取組を開始した。 

本年度においては、昨年取組を行った１社は現地でのビジネス展開活動を行い、もう１社

は実証を継続、新たに８社が取組を行い、技術や製品の現地適用に関する取組を進めた(図

2-1)。 

 

図 2-1 本事業の経緯と事業を活用した企業の事業展開の将来展望 
出所：委託事業者作成 

 
16 JICA と公益財団法人オイスカによる草の根技術協力事業「ガンジス河流域村における水・土・森の

自然資源共生型農業技術普及による持続可能な生計向上支援プロジェクト」 
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モデルファームでの日本企業の取組は、2023年度に合意した枠組み及び昨年度の合同会議

にて合意した以下の枠組みに基づき進めた。 

 

 
図 2-2 事業の実施構造 

出所： 2024 年度合同会議農林水産省資料より抜粋 

 

2.3 本年度の主な活動と結果 

本委託業務における主な活動内容とその結果を記述する。 

(1) 関係企業の取組計画（案）及びスケジュールの聴取・とりまとめ（2025 年７-８月） 

本年度委託事業開始時に連絡調整を行った日本企業 17 社のうち、展開意欲、取組実施の

具体性、現地連携の見込み、既存成果の有無等を整理した。その上で、2025 年７月から８月

にかけて８社はオンライン会議を通じて聴取を実施し、２社はメールによる情報収集を行っ

た。これらの取組聴取を通じ、各社の取組事項およびモデルファームの活用計画が整理され

た（表 2-3）。とりまとめた 10 社のうち８社は本年度内に取組準備または取組を行った。な

お、前述の「1.5 関係企業」では、本年度のモデルファームを活用した企業は 11 社と記載し

ているが、聴取して取組準備または取組を行った８社に、2025 年９月の合同会議で発表を

行った１社、2026 年２月展示会に出展した１社と同展示会を視察した１社を加えた企業数で

ある。 

また、聴取過程において各企業から事務局に対して、モデルファームを活用することに当

たって多岐にわたる要望および質問（取組開始時期、資機材搬入方法、CSAUとの NDA（秘

密保持契約）手続、取組場所・面積、コミュニケーション方法、運営費負担等）が寄せられ

た。即時回答が困難な事項については、インド側および農林水産省委嘱アドバイザーに照会
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の上、個別に調整および回答を行った。また、関係企業がインド側やEKLと直接調整すべき

事項については、関係者間で適切に協議が進むよう働きかけた。 

表 2-3 各社の聴取結果 
 企業名 本年度の取組準備～取組事項 

1 Escorts Kubota Ltd.  CSR 活動として、CSAU と協力して近代的機械化、持続可能な農業技術、

アグリビジネスの発展、地域社会の福祉を一体化させた農業開発戦略を構

築することを目的に、Daleep Nagar KVK 内に EKAFI 設立予定であった。

しかし、CSAU から使用を提示された土地を土壌診断した結果、同地は同

社が望む条件に適さないとし、代替地を希望した。（※その後、2025 年秋

以降、別候補地の検討・交渉を継続しているが、2026 年２月現在、用地は

確保できていない。） 

2 企業 A EKL との連携希望。EKL 用地未確定のため、取組中断。 

3 企業 B EKLとの連携を希望。EKL 用地未確定のため、当面の取組は実施しない。 

4 企業 C モデルファームを活用した現地実証を実施中。現地でのビジネス展開に向

けて協議を継続。 

5 企業 D  モデルファームを活用した現地実証に向けて関係者と調整中。 

6 企業 E 企業方針の変更により、UP 州内での取組をとりやめる判断を行った。 

7 企業 F 企業 E を支援する形で本事業への参画を予定していた。しかし、企業 E の

方針変更に伴い、同じく取組は取りやめとした。 

8 企業 G 本年度よりモデルファームを活用した取組を開始。 

9 企業 H 昨年度、モデルファームを活用し実証を実施。今年度はビジネス展開へと

移行予定。 

10 企業 I モデルファームを活用した現地実証を実施中。 

(2) EKL との連携希望企業間の打ち合わせ（2025 年８月） 

2025 年８月７日、EKL が今後 UP 州内に設置する予定のエスコーツクボタ先端農業研究所

（EKAFI）での事業連携を希望する日本企業との間で、連携の可能性についてオンライン協

議を実施した。農林水産省、アドバイザー、EKL および EKL との連携を希望する２社の関

係者が参加した。 

２社からはそれぞれEKLと連携した際に活用可能な製品と取組計画の紹介があり、今後の

進め方に関する質疑応答が行われた。 

さらに、EKL からは CSAU との用地利用契約および EKAFI 構想の進捗報告があり、農林

水産省からは、2024 年度に同社と協議の上同社の合意を得た「用地調整はインド側の手続き

に基づき進めること」「用地確定前でも可能な範囲で活動を開始すること」との方針を再確

認したうえで、その方針に沿って対応するように、EKL の事情が変わったのであれば経緯を

関係各社に明確に示す必要がある、と指示した。EKL はこれを踏まえ、段階的に取組を進め

ることを確認した。  

(3) 合同会議(JWG)(2025 年９月)  

2025 年９月 12 日、CSAU およびオンラインでハイブリッド形式の合同会議を開催した。

本会議は、各社の取組および協力体制の具体化を目的としたものである。日本側からは農林

水産省、在インド日本国大使館、JICAインド事務所、関係企業９社（うち７社発表）および
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農林水産省委嘱アドバイザーが出席し、インド側からは UP 州政府および CSAU 関係者が参

加した。会議のアジェンダは表 2-4 のとおりである。 

 
表 2-4 合同会議 (JWG)アジェンダ（2025 年９月） 

時間 
内容 登壇者 

インド 日本 

13:30-13:45 17:00-17:15 

歓迎の挨拶 

Dr. K. V. Raju, 
Economic Advisor to Chief Minister of UP 
Dr. Anand Kumar Singh,  
Vice Chancellor, CSAU 

開会の挨拶 

Dr. Sudhir M. Bobde,  
Additional Chief Secretary, UP  
農林水産省 輸出国際局 新興地域 G 
嶋田光雄 

13:45-14:45 17:15-18:15 日系企業から取組
希望事項の発表お
よび質疑応答 

関係企業７社 

15:15-15:30 18:45-19:00 JICA インドの活動
概要 

JICA インド事務所 次長 
若松英治 

15:30-15:35 19:00-19:05 閉会の挨拶 Dr. Anand Kumar Singh,  
Vice Chancellor, CSAU 

 

1） 冒頭挨拶 

インド側からは、本事業の取組が具体的に進んでいることに対する関係者への謝

意とともに、インド側施策との連携等の高い期待が表明された。農林水産省からは、

既に 2023 年および 2024 年に合意されているルールを再確認の上、合同会議の役割に

沿って、具体的な取組を進めるための実務的な議論を行うよう参加者を促した。 

  

2） 関係企業による取組希望事項の発表 

日本企業７社が発表を行い、実証手法や製品の効用等について活発な質疑応答が

行われた。また CSAU 側より、各社の事業提案は UP 州の経済発展に資するものであ

り大学として全面的に支援する意向が示され、日本企業による幅広い分野の実証を

歓迎するとの挨拶があった。 

 

3） JICA インド事務所の活動概要 

JICA インド事務所における農業分野での ODA 実績と今後の方針を説明した。特に、

バリューチェーン強化や研究連携、モデルファームの様な取組による日本企業の事

業展開支援の可能性を強調した。 

 



 

 
 

14

(4) 現地調整(2025 年９月)  

合同会議の前後（2025 年９月 11、13、14 日）には、日本企業の取組具体化に向けた基礎

条件の整理および関係機関との相互理解の促進を目的として、FPO視察、CSAUおよび KVK

の圃場・施設視察、UP 州政府関係者（Dr. Bobde, Additional Chief Secretary）との協議等を実

施した。 

これらの現地調整を通じ、実証の継続のみならず、将来的な事業化や商業展開を視野に入

れた検討が一部の取組において進められていることが確認された。また、実証場所について

も CSAU 圃場に限定せず、FPO 圃場や他の関連機関を活用する可能性が検討されるなど、取

組内容や作物特性に応じた柔軟な実施形態が整理された。 

さらに、作物選定、土地条件、制度対応等、取組実施にあたっての前提条件について、現

地関係機関との協議を通じて共通理解が進み、日本企業が今後の取組方針を検討するための

基礎情報が整理された。 

 

(5) 展示会における調整支援および実施（2026年２月） 

本年度委託事業において、仕様書外の提案として、現地での取組成果の共有および参加企

業の PRを目的とし、年度末に現地展示会へ参加することを企画した。事務局は UP州政府庁

舎（Raj Bhavan）やその他農業展示会の開催情報を企業に案内するとともに、展示会に出展

する企業に対して各社が円滑に出展準備を進められるよう支援した。 

 

(6) 展示会への出展(2026 年２月) 

2026 年２月６～８日にラクナウの UP 州政府庁舎（Raj Bhavan）において「Regional Fruit, 

Vegetable and Flower Exhibition 2026」が開催された。本展示会は、毎年２月に３日間行われ

る UP 州政府主催の恒例行事であり、UP 州首相および州知事を含む州政府要人が参加する開

会式の後、一般公開される。農業大学関係者、園芸農家、園芸団体、市民園芸家等多数参加

する、UP 州を代表する一般公開型の観光・文化イベントである。本事業の一環として、

CSAU と連携して事業を行った日本企業６社および事務局が本展示会に出展し、その他 1 社

も展示会視察を行った。会場では本事業のコンセプトをはじめ、各社の技術・製品ならびに

取組計画やこれまでの成果等を紹介した。 

６社の取組段階はビジネス化、実証中、取組準備中と異なるものの、日本企業がインド市

場への進出・展開を進めている状況を一体的に発信する場となった。また、本イベントは

2026 年２月６日付で UP 州知事ウェブサイトのプレスリリースに掲載された（添付資料２）。

同記事では、州知事が CSAU のブースを訪れ、CSAU と日本企業のブースを見学した様子を

写真で掲載するとともに、州知事のコメント「展示内容に感謝を示すとともに、インドの農

業分野において国際協力や技術革新が必要であることを強調した」と報じている。 
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(7) インド側の農業関連の助成事業活用に関する協議(2026 年２月) 

 本委託事業を通じて、日本企業の農業技術・製品は、品質や機能面においてインド側関

係者から一定の評価を得ている一方、現地の FPOや農家が実際に導入するにあたっては、初

期投資額が大きな課題となることが明らかとなった。特に、日本企業の技術・製品は高付加

価値であるがゆえに、FPO や小規模・零細農家が自己資金のみで導入することは容易ではな

く、農家が日本企業の製品をより安価に導入できるよう、中央政府や州政府による助成事業

を利用して導入費用を下げることが可能かについて確認を行った。 

UP 州で利用可能な助成事業について、同州投資担当部門（INVEST UP）、UP 州政府高官

および国家園芸局（National Horticulture Department）の関係者と協議を行うとともに、イン

ド中央政府と UP 州内の助成事業制度について知見を有する日本企業の現地パートナー２社

にヒアリングを行った。同協議およびヒアリングを通じて得た内容を以下に要約する。 

 UP 州投資担当部門より、同州の農業生産性およびインフラ状況を踏まえ食品加工分野

への投資推進、食品加工分野に関わるインフラ整備・技術導入・農産物の高付加価値化

を州全体で推進しており、食品加工産業や農業に関連した支援策について紹介。一例と

して、太陽光発電設備への補助（農村部 50%、女性起業家の場合 90%）、食品加工ス

タートアップの先端技術導入支援（最大５億インドルピー）等。 

 同部門では海外企業に対応するため国・セクター毎に担当者を設置しており、日本企業

向けには Japan Desk がある。 

 州レベルでは、ビニールハウス建設および潅水設備（PDMC：Per Drop More Crop）に対

する補助制度が存在し、潅水設備は小規模・零細農家を対象に国および州が費用の一定

割合（最大 55％、支出構成は国 60％・州 40％）を補助する仕組みが設けられている。

また、対象農地面積の上限や再申請制限期間等の条件がガイドラインに明記されており、

施設園芸やかんがい関連技術を有する企業にとって導入時の負担軽減策として一定の活

用可能性を有する。 

 UP 州園芸部門のウェブサイト上では、市場開拓支援、技術高度化支援、ブランド促進

支援等の複数の支援スキームが公開されており、申請手順や申請書の一部を確認できる

17。ただし、適用基準や最新の運用状況については追加確認を要する状況である。 

 中央政府による Pradhan Mantri Kisan SAMPADA Yojana（PMKSY）等の食品加工・コー

ルドチェーン関連支援制度18についても、UP 州内での採択実績を確認。同制度は主とし

て加工・流通インフラ整備を対象とするものであり、一定規模以上の事業体による活用

が想定される制度設計となっている。 

 
17 https://www.uphorticulture.in/index.aspx# 
18 https://www.mofpi.gov.in/en/Schemes/about-pmksy-scheme 
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 補助金の支給方法は原則として対象設備購入後や事業実施後に支給される仕組みであり

19、FPO または農家は導入時点で全額を自己負担し、申請が承認されたのちに規定額の

補助金が支払われる「事後補助」の形態が一般的であることを確認。 

 農家は農業技術・製品を購入する時点で融資が必要な場合、マイクロファイナンス、村

レベルでの貸金業者や機器販売業者による短期融資を活用することがある。補助金の申

請対象は農家であるが、実態としては FPO が申請の支援を行うなど FPO を通じた申請

が主であることを確認。 

 各種助成事業制度の存在そのものに加え、申請から支給までの期間や手続きの煩雑さも、

助成事業を活用して日本企業の製品を導入することの可能性に影響を与え得る重要な要

素。 

 特に新技術・新製品が助成事業の対象資材として認定されるためには、導入農家・企業

にとって利益が出るだけでなく、州政府が重視する政策目的（環境負荷低減、農業労働

の負担軽減、社会課題の解決）との整合性を示すことが求められる。これらの政策目的

の根拠資料を示す観点から、モデルファーム事業を有効に活用してほしいと UP 州政府

から指摘があった。 

 

(8) 合同会議（JWG）(2026 年２月) 

本年度の締めくくりとして、UP州政府関係者に関係企業（出展企業５社20および EKL）よ

りそれぞれの取組の進捗を報告し、UP 州での技術活用について協議する機会を持った。 

 
表 2-5 合同会議 (JWG)アジェンダ（2026 年２月） 

時間 内容 登壇者 

14:00-14:10 開会挨拶 
Mr. Deepak Kumar, IAS, Agricultural Production 
Commissioner 

農林水産省 輸出国際局 新興地域 G 嶋田光雄 

1410-14:15 会議出席者の自己紹介 全参加者 

14:15-14:30 
事務局から９月の JWG の
結果について説明 

国際開発センター 平田里沙 

14:30-15:00 関係企業から９月以降の
進捗について説明 

出展企業５社および EKL 

15:00-15:10 今後について 農林水産省 輸出国際局 新興地域 G 嶋田光雄 

15:10-15:20 閉会の挨拶と記念撮影 Dr. Bobde, Additional Chief Secretary 

 

1) 冒頭挨拶 

インド側からは、日本企業に対し本展示会への参加の謝意が示されるとともに UP 州

における農業・園芸の重要性が紹介された。日本企業へは本事業を積極的に活用し

 
19 ヒアリングを実施した 2026 年２月時点で UP 州内の助成事業対象は主に二つ（ビニールハウス建

設、潅水設備）であった。 
20 出展企業は６社であったが、うち１社は欠席であった。 
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UP 州の農業・園芸に関するイノベーションに貢献してほしいと期待が示された。農

水省からはMOC締結以降の本事業の流れを簡単に紹介し UP州のイニシアチブによる

事業運営の期待が強調された。 

 

2) 関係企業の進捗 

関係企業からの 2025 年９月以降の取り組み状況について発表があった。 

 

3) 今後について 

農林水産省からは、今回の JWG のような実務的な会議が事業を進めていく上で効果

的であることやこれまでの UP 州のイニシアチブを継続してほしい旨が述べられた。

農水省としては UP 州での本事業の立ち上げ段階は完了したと認識しており、これま

で日本側で設置していた事務局機能をインド側で設け、今後同州へのビジネス進出に

関心がある企業がコンタクトを行える窓口を整備してほしいと依頼した。 

インド側からは、本事業の窓口は INVEST UP および農業部門が主体とのなると回答

があった。また、本事業以外の取組みにおいても UP 州内の Japan Desk が積極的に支

援し、今後も日本との連携を強めたいと期待が示された。 
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３． モデルファームを活用したインドへの食産業の海外展開促進手法 

3.1 モデルファームの有効な活用手法 

(1) モデルファームが企業の海外展開に活用できた例 

モデルファームは、2023 年以降 UP 州における日本企業の技術・製品の実証等および現地

展開を支援する枠組みとして活用されており、一定の成果が得られた。特に、CSAU が提供

する公的な圃場・施設を活用できたことにより、信頼性の高い実証環境が確保され、企業の

取組が円滑に進められた点が挙げられる。本年度モデルファームを活用した企業のうち、代

表例として自社資金で活動した企業１社と外部資金を利用した企業１社の具体的な成果を記

述する。 

自社資金を活用した１社は新規防除技術の実証試験を CSAU 圃場内にて計画し、モデル

ファームを通じて CSAU の研究者との協力体制を構築し、実証試験に向けた協議を継続中で

ある21。またインド国内において携帯アプリの普及も計画している。合同会議を通じてイン

ド側から対象作物の選定に関する具体的な助言が得られ、企業単独では得られにくい現地

ニーズや制度情報の把握につながった。 

外部資金を利用した企業１社は、実証活動に要する経費については他事業の補助金（外部

資金）を活用しつつ自社製品の比較試験を提案するとともに、モデルファームを活用するこ

とで、CSAU 研究者とのデータ共有および試験設計に関する合意形成を図った。これにより、

大学を介したエビデンスベースの実証という、農業関連製品の普及に不可欠なプロセスを公

的機関の協力のもとで実施できる環境が整った。 

なお、今年度の関係企業の中には、モデルファームを主たる取組場所とはせず、独自の枠

組みで取組を進めている企業や、情報収集を主目的としてモデルファームを活用している企

業もみられた。 

 

(2) モデルファームが企業の海外展開に活用できなかった例 

 一方で、モデルファームの枠組みを十分に活用できなかった企業も見られた。主な要因は

参加関係企業の業務・費用負担が大きいことおよびインド側（CSAU や UP 州政府）との調

整に時間を要したことがあげられる。 

 ある企業は、インド市場での展開意欲を有していたものの「資金支援がなく、CSAU や

EKL と各社の取組計画の調整も企業側に全面的に委ねられている状況では、モデルファーム

を活用する意義を見出しにくい」との見解を示し、2025 年７月に UP 州では取組を行わない

ことを決定した。 

モデルファームでは、p.11 に示すように複数の日本企業と大学等との調整を担う事務局を

設ける枠組みとなっており、試行段階においては、農林水産省が本事務局業務を委託業務と

 
21 CSAU 側の人事異動に伴い、コンタクトパーソンの調整に時間を要している。 
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して実施してきたが、実証費用、渡航費用やインド側との調整業務は参加企業が自ら確保す

る設計であり、モデルファームを活用することに伴う資金援助はない。実証費用等の活動費

については各社が他の資金助成を受けることに支障は生じないが、そのため、資金や人的な

資源に制約のある企業にとっては継続参画が難しい構造であることが伺えた。 

 また、EKL と連携して、EKAFI における取組を計画していた２社は、EKL と CSAU との

間で実証用地の用地利用契約の調整が長期化し、今年度の播種期（2025 年 10-11 月頃）まで

に圃場が確定しなかったため、一社は栽培暦の関係上、年度内の取組に至らなかった。もう

一社は当面、ウェブ等による技術発信に注力し、モデルファームでの取組は当面行わないこ

ととなった。本事例は、民間事業者間の連携により事業展開を検討する場合に、他社の動向

により事業展開検討が影響されてしまうことや企業・行政・大学間の意思決定速度に課題が

残ることを示した。 

 

(3) モデルファームを活用した海外展開のメリット・デメリット 

上記(1)(2)で整理した各事例を踏まえると、企業の海外展開においてモデルファームを活

用する場合、以下のようなメリットとデメリットが認められる。 

〈メリット〉 

 実証用地の確保 

モデルファームの存在により、CSAU という公的機関と予め圃場の確保・使用に関

して大枠で合意形成が整っている点は、計画的に事業を進める上で大きなメリットで

ある。2024 年度に実証を行った２社はスムーズに実証に向けた段取りを進めることが

できた。特に各種助成事業の履行期限等の制約がある条件下では、実証用地が予め確

保されているモデルファームの活用が有利である。 

 事務局機能の存在 

UP州が、州内にモデルファームを設け日本企業の活用を促す際、取組初期の 2023～

2025 年度は、農林水産省の委託事業として日本側が暫定的に事務局業務を担い、初期

調整窓口や情報収集を担った。この事務局設置により、日本企業が CSAU、UP 州政府、

EKL など複数の現地関係機関と個別に交渉する時間的・労力的負担を軽減できた。ま

た現地の農業展示会に関する情報収集や出展手続きを事務局が支援したことにより、

結果的に日本企業６社が一堂に会し技術・製品・取組成果を統合的に発信することが

できた。企業のメリットとして、現地イベントの情報収集の負担が軽減され自社の技

術の発信に集中することが可能となったことに加え、単独企業の出展では到達し得な

い日本の存在感を UP州政府や現地一般来場者に示し、日本の農業技術・製品に対する

認知度向上にも寄与した。 

 日本語による情報共有と迅速な意思疎通 
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事務局業務の委託を受けた事業者やアドバイザーを通じて日本語での調整が可能で

あり、制度・言語の違いによる誤解を回避しながら、効率的に情報共有が行われた。 

 参加条件の柔軟性（間口の広さ） 

モデルファームには、各企業が詳細な事業展開の計画や実証計画を持たない段階で

あっても、情報収集や関係機関との接点構築を目的として参加することが可能であっ

た。この柔軟性により、インド展開を検討する多様な日本企業にとって、初期段階で

現地の制度・関係者と接触するための有効なステップとして機能した。参画企業の中

には、本格的に現地に参入するかどうかの意思決定の前段階で参加し、州政府関係者

に自社製品の有効性をアピールして現地の反応を入手する、他社の海外展開の進め方

を把握するなどの目的で参加を継続する企業も存在した。 

 公的機関との信頼性・透明性の確保 

CSAU という公的機関を拠点とすることで、実証結果の信頼性が高まり、UP 州政府

をはじめとする行政機関への説明責任が果たしやすくなった。また、インドでは外資

系企業の新規投資案件に対し、国内で実証を行い州政府からの認定を得ることが、ビ

ジネスの円滑化につながる商習慣がみられ、公的機関を介した実証により、インド側

関係者への信頼醸成が進んだ。 

 プラットフォーム機能および参加企業間による連携 

モデルファームでは、複数の日本企業が同一地域において実証や事業検討を行うこ

とで、個別企業が単独で海外展開を進める場合と比べ、現地の制度情報、実証の進め

方、パートナー探索等に関する知見を企業間で共有することが可能となった。 

一般的な海外展開支援事業では、企業ごとに個別の調査や実証が行われることが多

いが、本事業では複数企業が同一地域・同一関係機関との関係構築を並行して進める

ことにより企業間での情報交換や知見共有が生まれやすい構造となっている。 

また、複数企業が同一地域で活動することにより、企業間の技術や事業構想が補完

的に組み合わさる可能性も生まれている。例えば、施設園芸技術、施肥技術、病害虫

防除技術、コールドチェーン等、各企業が有する技術が相互に連携することで、単一

技術の導入にとどまらない包括的な農業ソリューションとして展開できる可能性があ

る。 

 各種助成制度等の現地制度の理解促進 

第三国の各種助成制度の把握や該当ガイドラインの入手は時間を要することが多い

が、本事業を通じ、インド中央政府および UP州内の各種助成制度の実態や制度の活用

可能性、ならびに制度上の制約条件を把握することができた。特に現地の行政プロセ

スへの知見や人脈がない企業にとってはメリットと考えられる。 

なお、関係企業の製品の助成制度適応の可否は、今後現地のビジネス展開を通じて

各社で取り組む必要がある。 
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〈デメリット・留意点〉 

 事務局機能への依存および役割認識の差 

モデルファームは、日本企業への資金援助を伴う補助事業ではなく、日本企業のイ

ンド展開に向けた実証や関係構築を支援するための枠組みであり、事務局は、現地関

係機関との調整、情報共有、会議設定等の支援を行うものであった。そのため、実証

に必要となる資機材の輸送費、現地作業費、渡航費等の費用については、各企業が自

ら負担することが前提となっている。 

しかし、一部の企業からは、事務局が渡航費、宿泊費、資機材輸送費等を含む費用

支援を行うものとの強い期待が示される場面があった。事務局は、本事業の枠組み上、

現地関係機関との調整や情報提供等を通じて企業活動を後押しする役割を担うもので

あり、企業活動に係る費用を負担するものではなく、モデルファームで取組を行う関

係者が資金負担して運営されるべきものである。 

また、費用面に限らず、事務局の業務範囲を超過した現地機関との個別調整や会議

運営、文書発行等も事務局が直接対応することを前提とした相談が寄せられる場面が

見られた。事務局は企業活動を補完する立場であり、企業の個別事業の実施主体では

ないことから、こうした期待との間に認識の差が生じる場合があった。 

このように、事務局機能の役割と企業側の期待との間に認識の差が生じ、企業が事

務局による支援に依存し、主体的な事業展開が進まなかったケースも確認された。 

 事務局機能のコストと制約 

モデルファーム事業の事務局は、関係企業の事業計画の進展状況を踏まえて適切な

タイミングで UP 州カウンターパートとの合同会議を設定するとともに、日本企業に

とって有益な現地イベントや関係機関に関する情報提供を行ったが、そうした準備調

整や情報収集には一定の人的・時間的コストを伴う。 

本事業は、投資を誘致したいインド側と投資を検討する日本企業双方の主体的な取

組を前提としつつ、日本政府はその初期段階を後押しする役割にとどまる設計となっ

ており、事務局が個社ごとの事業推進を包括的に支援することはしない。そのため、

各企業と CSAU 等との間で締結される MOC や NDA などの契約行為、投資判断に直結

する個別条件交渉については、事務局による関与の対象外とし、各企業が主体的に対

応する必要があった。 

 企業間連携における調整プロセスの複雑さ 

EKL との連携を希望する関係企業の事例では、個々の企業が直接 CSAU と圃場利用

を調整するのではなく、EKLが CSAUから用地を借り受け、その用地に EKAFI を設立

し、日本企業へ実証場所として提供するという二段階の構造を想定していた。そのた

め、まず EKL が CSAU との間で用地利用を確定し、その後に参画する企業間で取組内
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容を詰める予定だったが、用地調整が順調に進まず、結果として年度内に予定どおり

の実証を開始できない要因となった。一つの傘の下で複数企業が同時に事業を動かそ

うとする構造は、企業が単独で実証を進めるよりも取組開始時期や資機材輸送・渡航

日程の計画に与える影響が大きく、企業にとっては調整プロセスの予見性が低い点が

デメリットとして指摘された。 

 

(4) モデルファームの有効な活用手法 

本事業で把握された企業側の主なニーズとしては、①実証圃場・施設・用地の確保、②現

地関係機関からの情報提供・調整支援（KVK・FPO 情報、UP 州助成制度情報、展示会日程

案内、関係機関紹介等）、③技術効果を示すデータ取得の支援、④取組を進めるための資金

負担の軽減（渡航費、輸送費、人件費、機材費等）、の４点が挙げられる。モデルファーム

事業はこれらのニーズの①～③に対応し得うるものである。 

他方、④に関しては、モデルファーム事業の有無にかかわらず、各企業は海外展開に向け

た事業計画を主体的に検討し、その実現に必要な費用負担の在り方を整理する必要がある。

また、モデルファームは日印双方の協力の下に設置した枠組みである観点から、インド側が

日本企業の投資誘致を進めるに当たりどのような支援を展開できるか等も課題である。 

したがって、企業は自社の目的や事業段階に応じて、モデルファーム事業を他の公的支援

制度や助成事業と組み合わせて活用することが、企業の海外展開への最も現実的かつ効果的

な手法の一つである。 

本年度の関係企業のうち、他の公的支援制度・助成制度を組み合わせた取組みを行った企

業は３社あった。 

３社の事例を通じて、モデルファーム事業は「公的な実証の場」としての機能を活かしつ

つ、外部資金と連携することで、以下の効果が得られた。 

① 初期投資・運営費用の軽減…外部資金（他事業の助成制度等）を活用することで、

渡航費、建設費、機材準備費、現地作業費等、初期費用や運営費の一部を補うこと

ができた。 

② 実証範囲の拡大…CSAUのモデルファームに加え、FPO 圃場や関連施設でも実証を行

うことができ、現地農家への普及を見据えた多面的なデータ取得やネットワーク構

築が可能となった。 

③ データ取得や効果検証の信頼性向上…CSAU の研究者と協力して実施・検証したこと

で、試験方法の妥当性や効果の科学的裏付けが得られ、現地普及や制度登録に向け

た基礎データとしての信頼性が高まった。実際、１社の事例では導入に際して UP 州

内の補助金制度の対象となり得ることが確認できた。 
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(5) インド側関係者と調整に際しての留意点等 

 インド側関係者との調整にあたっては、関係機関の権限構造や意思決定プロセス、さらに

は連絡文化の違いに留意する必要があった。UP 州政府や CSAU など、それぞれの機関に明

確な階層構造と役職間の関係性が存在しており、連絡や調整の際には立場関係への配慮が求

められた。 

 例えば、UP州政府幹部とCSAU上層部を同一メールの宛先に含めると、CSAU側が上位機

関への配慮から返信を控える傾向がみられた。そのため、宛先設定や連絡経路を使い分け、

機関ごとに個別に連絡を行うことが効果的であった。 また、UP 州政府の意思決定は上位者

の判断に強く依存する傾向があり、いわゆる「トップダウン型」の性格を持つ。このため、

早い段階でキーパーソンを特定し、正式な承認経路を経ることが円滑な調整の鍵となった。 

 加えて、インドではメールによるコミュニケーション文化が日本ほど定着しておらず、返

信が遅れる傾向がみられた。実務上は、アドバイザーであるスシル氏を介して WhatsApp や

電話で合意形成を行い、その内容を日本側からメールで整理・確認するという形が多く、オ

ンラインと口頭確認を組み合わせた多層的な連絡手段が有効であった。 

 また、日程や公務スケジュールの変更は頻繁に発生し、展示会など主要イベントの開催時

期が大幅に前後することもあった。州政府主催の展示会では、開催時期が繰り返し変更され、

企業側の渡航計画や資機材輸送の調整に影響を及ぼした。さらに、現地出張中にも会議時間

や訪問順序の変更が多く、当日の連絡によって日程を組み替える必要が生じる場面がしばし

ばあった。 

こうした状況では、どの時点の情報が正式な情報か、調整側（事務局等）が判断を迫られ

る場面が多く見られた。そのため、インド側の最終決定を待ちすぎると連絡が遅れ、企業の

準備に支障をきたす一方、早期発信では再変更のリスクを抱えるという板挟みの状況も生じ

た。このような経験を踏まえると、今後は一定の時点で見切りをつけ、変更の可能性を明示

したうえで暫定連絡を行うなど、現実的かつ柔軟な情報共有が求められる。 

 このように、インド側との調整では、①機関ごとの階層構造を踏まえた連絡体制、②トッ

プダウン型の意思決定への理解、③メールと WhatsApp 等のリアルタイム連絡を組み合わせ

た情報共有、④日程変更を見越した柔軟なスケジュール設計、の４点に留意することが重要

である。これらに留意の上、可能であれば現地の意思決定プロセスや現地人脈に精通した者

を介してコミュニケーションをとることも有効である。 
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3.2  参画企業が自走する仕組みの構築およびより多くの日本企業が活用する持続

的な仕組みとする方法の整理 

モデルファーム事業は、UP 州における日本企業の取組を促進する枠組みとして一定の成

果を上げているが、今後の課題は、①継続的に企業が自走できる体制を確立すること、②よ

り多くの日本企業が活用したくなる環境を整備すること、の二点にある。 

 

(1) 参画企業が自走できる仕組みの構築 

参画企業が継続的に自走するためには、特定の主体に依存するのではなく、日本企業によ

る取組を現地側でも受け止め、調整・意思決定・手続きが円滑に進む体制が現地において継

続的に機能することが重要である。 

2023～2025 年度は、農林水産省の委託業務として日本側が暫定的に事務局機能を担い、初

期調整や情報共有を支援してきたが、農林水産省が世界各地でこのような窓口・事務局を運

営していく事は現実的ではなく、受益者負担の観点から、現地政府・自治体、及び事業展開

を希望する企業側が、各々の取組を効率的に行うための仕組みを設けることが望まれる。 

その際、必ずしも日本側に専用の窓口を設けることを前提とするのではなく、企業が主体

的にインド側の関係機関と直接やり取りできる環境を整備することが現実的である。 

インド側においては、UP 州政府、CSAU、KVK 等の関係機関の間で、企業の活動の実施

場所の確定、必要手続（合意形成・文書・調整）の進め方、照会先の整理・一本化等を担う

窓口機能を明確化することが重要である。これにより、関係者間の調整が個別・属人的にな

りにくい運用基盤が形成され、日本企業と連携した取組が自走し、モデルファームの取組に

投じた投資を回収可能な事業展開に繋げていきやすい環境が整うことが期待される。 

日本側における補完的な支援の在り方としては、大学や研究機関、民間企業、コンサル

ティング会社等が調整・橋渡し役を担う可能性も考えられる。例えば、日本の大学と CSAU

等インド側大学との連携を通じて、民間企業が行う技術的議論や調整への可能な支援を進め

ることは、企業にとっても有効な選択肢となり得る。 

また、学術機関による支援とは別の形として、民間企業間の連携も有効であり、エスコー

ツクボタが CSR の一環として設立を進めている EKAFI の取組に、日本企業が連携する可能

性も想定される。EKAFI は他州において既に活動実績を有しており、日本語での調整が可能

なリエゾンオフィサーが配置できれば、日本企業が現地関係機関との調整を進める上で有効

な補完的窓口となり得る。ただし、現時点では、UP 州においては EKAFI の設置に必要な用

地確保に時間を要しており、特定の拠点や主体に過度に依存することには不確実性が残る。

そのため、EKAFI に限らず、大学や研究機関、民間企業等を含め、複数の選択肢を想定した

柔軟な運用が重要である。 

また、日本側窓口とインド側窓口を厳密に分けるのではなく、両国の制度や行政実務に精

通した第三者的立場の専門家が、補完的に調整・橋渡し役を担う形も有効である。実際、本
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年度まで、日本側の事業関係者および UP 州政府双方と継続的に関与してきた専門家が、制

度面・実務面の相互理解を促進し、関係者間の調整を円滑に進める役割を果たしてきた。今

後も同様の二国間に精通した中立的専門人材を、インド側の投資受入環境の一部として、ま

たは民間企業のコンサル機関として、各々が主体的に位置づけることも一案と考えられる。 

事務局機能や現地行政・コンサル等による支援は現地進出の初期段階で特に有効である一

方、海外における個々の企業の取組は、当初から企業自身の主体性がなければ持続しない。

企業が自走する上では、現地関係機関（UP州政府、CSAU等公的機関、実証を行う場合の土

地提供者、FPO、販売先）との直接の関係構築や、ローカルパートナー（代理店・販売店・

技術者）の確保が不可欠であり、様々な機会を活用しつつ、個々の企業が早期に現地ネット

ワークを構築していくことが望ましい。 

 

(2) より多くの日本企業が活用する持続的仕組みの整備 

より多くの日本企業が海外展開していくためにモデルファームを有効に活用するには、参

画のインセンティブを高める工夫が必要である。そのためには、まず、既参画企業による実

証成果を「サクセスストーリー」として体系的に整理・発信し、モデルファーム事業の有効

性を可視化することが効果的である。こうした成果を CSAU のウェブサイト、展示会、広報

資料などを通じて共有することで、潜在的な関心を持つ日本企業が参入しやすい環境を整え

ることが期待される。また、複数企業がテーマ別・作物別に連携して共同実証を行うことで、

コストの分担と技術の相互補完を図る方法も有効である。 

さらに、モデルファームで実証された日本企業の技術・資材を現地の公的事業で活用する

等、現地政府側の具体的な施策があれば、日本企業側のメリットが見えやすくなる。例えば、

農家が当該資材を購入する際に各種助成を受けられれば、企業にとっては販路拡大、農家に

とっては導入コストの軽減と双方に利点が生まれる。また、農業普及活動で紹介されれば、

CSAU や KVK が日常的に実施している FPO 向け研修・現地実証、デモンストレーション等

の普及活動の中に日本企業の技術や資材が取り上げられる可能性がある。 

このように、現地主導型の調整体制に、現地政府側の具体的な施策を組み合わせ、日本企

業に対するビジネス環境整備を進めることで、より多くの日本企業がモデルファームの活用

に関心を示すことになろう。 



Japan India joint working group promotes agri
tech collaboration in Uttar Pradesh
Sep 13, 2025, 03.02 AM IST

Printed from

Kanpur: The third joint working group meeting between Japan,
the Uttar Pradesh government, and Chandra Shekhar Azad
University of Agriculture and Technology, promoting agricultural
technology collaboration, concluded at the university on Friday.

The meeting, held under the Japan-India Model Farm Project,
involved the ministry of agriculture, forestry and fisheries of Japan,
the UP government, and Kanpur Agricultural University.

KV Raju, economic advisor to the chief minister, stated that
establishing large-scale demonstration units is essential for the
successful adoption of Japanese technology. He emphasised the
development of various agri-processing zones in the state and the

completion of activities with a time-bound action plan to achieve 100 per cent of the targets.

Additional chief secretary to the governor Sudhir M. Bobde, who attended online, in his address, suggested
adapting Japanese technology to local conditions and revising the university curriculum to align with Japanese
technology, which will support entrepreneurship development.

添付資料１

https://timesofindia.indiatimes.com/


Presiding over the programme, vice-chancellor Anand Kumar Singh highlighted the significant potential of
Japanese IMEC film farming technology in the state, which leads to the production of high-quality cherry
tomatoes with enhanced sweetness. He stated that expanding Japanese technology in the state would improve
farmers' economic conditions, and the university would provide all necessary facilities for showcasing the
technology.

Mitsuo Shimada, a representative from Japan's ministry of agriculture, forestry and fisheries, mentioned that
during the meeting between the Prime Ministers of India and Japan on August 29, 2025, it was decided to
promote food security and agriculture-based entrepreneurship between the two countries. Various Japanese
companies, including Mebius Inc, Tomatec Company Limited, Miyachi Corporation, Nichino India Private Limited,
Escorts Kubota Limited, JICA, and others, presented their technologies at the meeting.

Advisors Dr Koji and Dr Sushi Amamoto from MAAF Japan detailed the previous year's activities and work plan
for the Model Farm Project. The programme was conducted by Azusa Mishima, and over 20 Japanese delegates
attended the event. Dr PK Singh delivered the vote of thanks.

On the occasion, KV Raju and senior state advisor CP Srivastava reviewed the Japanese IMEC film farming
technology displayed at the university's vegetable section.
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की िवJतृत जानकारी दी।

!ितिनिधया9 Wारा अवगत कराया गया िक संबंिधत कंपिनयां कृिष उUपादा9, उवAरका9, fयूिटiएंट्स एवं कृिष से जुड़े
आधुिनक तकनीकी समाधाना9 के Kेl म9 कायA कर रही हn, िजनका उoे̂ य कृिष उUपादकता बढ़ाना एव ंिकसाना9 की
आय म9 विृr करना है। रा)यपाल महोदय ने !Jतुत नवाचारा9 की सराहना करते tए कृिष Kेl म9 अंतरराui ीय
सहयोग एवं आधुिनक तकनीका9 के उपयोग की आव^यकता पर बल िदया।

इसके प^चात रा)यपाल जी ने आदशA माxयिमक िव]ालय, जन भवन के िव]ाyथeया9 Wारा आयोिजत एआइA एवं
रोबोिटक !दशAनी का अवलोकन िकया। इस दौरान िव]ाyथeया9 Wारा रोबोट सॉकर, नमJते रोबोट, JमाटA डJटिबन,
ऑटोमेिटक वाटर िडJप9सर, वॉयस कंटiोल {हीलचेयर, |ी-डायम9शनल }!eटर आिद नवाचारा9 का उUसाहपूवAक
!दशAन िकया गया, िजनकी रा)यपाल जी ने सराहना करते tए िवJतृत जानकारी !ाPत की।

रा)यपाल जी ने उ~र !देश मेटiो रेल कॉरपोरेशन, लखनऊ, क9 Yीय उपो>ण बागवानी संJथान, रहमानखेड़ा,
लखनऊ, राui ीय वनJपित अनुसंधान संJथान, लखनऊ, क9 Yीय औषधीय एवं सुगंध पौधा संJथान के Jटॉला9 का भी
िनरीKण िकया, जहां िविवध !कार के औषधीय पौधा9, बोनसाइA एव ंकैaटस आिद का अवलोकन िकया गया। इस
अवसर पर कारागार िवभाग उ~र !देश Wारा वन जेल वन !ोडaट के तहत लगाए गए Jटॉल पर रा)यपाल जी ने
शहद, िबिJकट, घी, अचार एवं �ेड आिद उUपादा9 की गुणव~ा की जानकारी !ाPत की।

रा)यपाल जी Wारा बांदा कृिष िव^विव]ालय, बांदा, सरदार व�लभभाइA पटेल कृिष एवं !ौ]ोिगकी िव^विव]ालय,
मेरठ तथा आचायA नर9Y देव कृिष एवं !ौ]ोिगकी िव^विव]ालय, कुमारगंज, अयोxया के Jटॉला9 का िनरीKण करते
tए कृिष उUपादा9, वहां िकए जा रहे शोध काया� तथा सि�जया9 की िविभ� !जाितया9 की जानकारी संबंिधत
अxयापका9 से !ाPत की गइA।

जन भवन के छोटे लॉन म9 !दशAनी का िवशेष आकषAण भारतीय सेना की राजपूत रेजीम9ट का Jटॉल रहा, जहां
डi ोन, �लैक हॉरनेट, रोबोिटaस, अUयाधुिनक हिथयार, रेिडयो सेट आिद का !दशAन िकया गया था। रा)यपाल जी ने
गहरी �िच के साथ इनका अवलोकन िकया। इस Jटॉल पर 1971 के युr स ेसंबंिधत �लAभ िचlा9 एव ंइJंट�म9ट
ऑफ सर9डर के िलिखत िववरण ने िवशेष आकषAण उUप� िकया। रा)यपाल जी ने रेिजमेfट Wारा !द�शeत युr
वाहना9 का भी अवलोकन िकया तथा जवाना9 को !ोUसािहत िकया।

इसके अितिरaत भारतीय डाक िवभाग की लगी !दशAनी म9 डाक िटकटा9 का अवलोकन एवं एनसीसी के Jटॉल पर
युवा आपदा िमl योजना के अंतगAत !दान िकए जाने वाल े!िशKण काया� के संबंध म9 भी रा)यपाल जी ने
जानकारी !ाPत की।

इस अवसर पर िवशेष कायाAिधकारी (अपर मु�य सिचव Jतर) डॉ0 सुधीर महादेव बोबड े व राजभवन के
अिधकारीगण उपिJथत रहे।

स"पक%  सू':
कृ)ण कुमार
सूचना अिधकारी/जन भवन
9454468250

'
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Press  Release  Details

Governor  inspected  various  tolas  planted  in  the  small  lawn  of  Jan  Bhavan  
premises  on  the  occasion  of  57th  Flower,  Fruit  and  Vegetable  Exhibition  organised  

at  Jan  Bhavan.

Home /  Media /  Recent  Events /  Press  Release

Lucknow,  February  06,  2026

'

On  the  occasion  of  the  57th  Flower,  Fruit  and  Vegetable  Exhibition  organized  at  Jan  Bhavan  today,  the  Governor  of  the  

country,  Smt.  Anandiben  Patel,  inspected  various  stalls  planted  in  the  small  lawn  of  the  Jan  Bhavan  complex  and  obtained  

information  on  the  related  subject.

Today,  as  part  of  the  inspection  of  the  stall  of  various  agricultural  products,  the  Governor  inspected  the  stall  of  

Chandrashekhar  Azad  University  of  Agriculture  and  Technology,  Kanpur.  During  the  inspection,  representatives  of  agro-

product  manufacturing  companies  from  Japan  showed  the  Governor  the  agricultural  products  developed  and  manufactured  by  them.

Machine Translated by Google
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The  special  attraction  of  the  exhibition  in  the  small  lawn  of  Jan  Bhavan  was  the  stall  of  Rajput  Regiment  of  Indian  Army,  

where  Drone,  Black  Hornet,  Robots,  modern  weapons,  radio  sets  etc.  were  displayed.  The  Governor  observed  these  

with  keen  interest.  The  interesting  paintings  related  to  the  1971  war  and  the  written  description  of  the  Instrument  of  War  

at  this  stall  attracted  special  attention.  The  Governor  also  inspected  the  war  vehicles  designed  by  the  Regiment  and  

encouraged  the  soldiers.

The  Governor  also  inspected  the  stalls  of  Uttar  Pradesh  Metro  Rail  Corporation,  Lucknow,  Central  Institute  of  Agricultural  

Horticulture,  Rehmankheda,  Lucknow,  National  Botanical  Research  Institute,  Lucknow,  Central  Institute  of  Medicinal  and  

Aromatic  Plants,  where  various  types  of  medicinal  plants,  bonsai  and  cattails  etc.  were  observed.  On  this  occasion,  the  

Governor  enquired  about  the  quality  of  products  like  honey,  biscuits,  ghee,  pickles  and  bread  etc.  at  the  stall  set  up  by  

the  Prison  Department,  Uttar  Pradesh  under  One  Jail  One  Product.

Detailed  information  was  

given.  The  representatives  informed  that  the  concerned  companies  are  working  in  the  field  of  agricultural  products,  

fertilizers,  nutrients  and  modern  technology  solutions  related  to  agriculture,  which  aim  to  increase  agricultural  productivity  

and  increase  the  income  of  farmers.  While  appreciating  the  innovations  presented,  the  Governor  stressed  on  the  need  

for  international  cooperation  and  use  of  modern  technology  in  the  field  of  agriculture.

After  this,  the  Governor  visited  the  AI  and  Robotics  Exhibition  organized  by  the  students  of  Adarsh  Madhyamik  Vidyalaya,  

Jan  Bhavan.  During  this,  the  students  enthusiastically  demonstrated  innovations  like  Robot  Soccer,  Namaste  Robot,  

Smart  Tribune,  Automatic  Water  Dispenser,  Voice  Control  (Wheelchair,  Tri-Dimensional)  etc.,  which  the  Governor  

appreciated  and  sought  detailed  information  about.

Apart  from  this,  the  Governor  also  observed  the  postage  stamps  at  the  exhibition  organised  by  the  Indian  Postal  

Department  and  obtained  information  regarding  the  training  programmes  being  provided  under  the  Youth  Disaster  Relief  

Scheme  at  the  NCC  stall.

On  this  occasion,  Special  Officer  (Additional  Chief  Secretary  level)  Dr.  Sudhir  Mahadev  Bobde  and  officials  of  Raj  

Bhavan  were  present.

While  inspecting  the  J  Tola  of  Banda  Agricultural  University,  Banda,  Sardar  Vallabhbhai  Patel  Agriculture  and  Technology  

University,  Meerut  and  Acharya  Narendra  Dev  Agriculture  and  Technology  University,  Kumarganj,  Ayodhya,  the  Governor  

obtained  information  about  agricultural  produce,  research  work  being  done  there  and  various  species  of  vegetables  from  

the  concerned  teachers.

Contact  Us:

Krishna  

Kumar  Information  Officer/

Jan  Bhawan  9454468250
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 0522-2236497 (8 Lines)
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